
体験の機会の場の認定（第20条～第20条の９）

土地又は建物の所有権又は使用収益権を有する国民や民間団体が、その
土地又は建物で提供する自然体験活動等の体験の機会の場について、都道
府県知事の認定を受けることができる。

都道府県知事

(２以上の都府県にわた
る場合)

主 務 大 臣

環境大臣
文科大臣
農水大臣
経産大臣
国交大臣

企業、ＮＰＯ等が提供する自然体験活動等の体験の
機会の場

地主が所有する里山をＮＰＯに提供、ＮＰＯが自然
体験学習会を主催

事業者がリサイクル工場を、工場見学のために学
校に公開

里山

提供

認 定

認 定

活動報告

資料要求・助言

認定された場のインターネット等による周知

※新規事項

自然体験

 

＜参考：環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律＞ 

（体験の機会の場の認定） 

第二十条 自然体験活動その他の体験活動を通じて環境の保全についての理解と関心を深める

ことの重要性に鑑み、土地又は建物の所有者又は使用及び収益を目的とする権利（臨時設備そ

の他一時使用のため設定されたことが明らかなものを除く。）を有する者（国民、民間団体等

に限る。）は、当該土地又は建物を自然体験活動の場その他の多数の者を対象とするのにふさ

わしい環境保全の意欲の増進に係る体験の機会の場（以下「体験の機会の場」という。）とし

て提供する場合には、当該体験の機会の場で行う事業の内容等が次の各号に掲げる要件のいず

れにも適合している旨の都道府県知事の認定を受けることができる。 

 一 基本方針に照らして適切なものであること。 

二 行動計画を作成している都道府県にあっては、当該行動計画に照らして適切なものである

こと。 

 三 当該体験の機会の場で行う環境保全の意欲の増進に関する事業の内容が主務省令で定め

る基準に適合するものであること。 

 四 当該土地又は建物が主務省令で定める基準に適合するものであること。 

 

 体験の機会の場の認定制度の概要 

 


